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独立行政法人国際協力機構 













Ⅰ 業務費用

(1)損益計算書上の費用

143,265,244,820

10,997,106,345

　財務費用 367,225,802

681,263

　固定資産除却損 64,972,493

　固定資産売却損 1,682,998 154,696,913,721

△ 2,449,219,187

△ 113,315,810

△ 11,412,454

△ 97,991,317

△ 63,747,332

△ 396,447,223

　財務収益 △ 226,563,922

　雑益 △ 1,054,409,491 △ 4,413,106,736

業務費用合計 150,283,806,985

Ⅱ 損益外減価償却等相当額

　損益外減価償却相当額 1,847,871,580

　損益外固定資産除却相当額 9,784 1,847,881,364

Ⅲ 損益外減損損失相当額 370,228,999

Ⅳ 引当外賞与見積額 △ 5,577,845

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額 3,543,270,978

Ⅵ 機会費用

政府出資等の機会費用 951,571,720

Ⅶ 行政サービス実施コスト 156,991,182,201

　移住投融資収入

　貸倒引当金戻入

　寄附金収益

行政サービス実施コスト計算書

　（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）

　入植地事業収入

　業務費

　一般管理費

(2)（控除）自己収入等

　受託収入

　開発投融資収入

　雑損

（単位：円）























（単位：円）

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

(開発投融資）

　開発投融資短期貸付金 1,021,218,670 △ 193,940,000 827,278,670 7,094,468 △ 6,812,253 282,215

　　一般債権 1,021,218,670 △ 193,940,000 827,278,670 7,094,468 △ 6,812,253 282,215

貸付金の期末残高について以下のような債権保全を
している。
銀行保証　　　　　　　　　　　　266,692,670円
連帯保証　　　　　　　　　　　　183,586,000円
ブラジル連邦共和国政府への貸付　377,000,000円

　　貸倒懸念債権 0 0 0 0 0 0

　　破産更生債権等 0 0 0 0 0 0

　開発投融資長期貸付金 4,453,816,109 △ 876,178,670 3,577,637,439 50,990,733 △ 49,153,797 1,836,936

　　一般債権 4,453,816,109 △ 876,178,670 3,577,637,439 50,990,733 △ 49,153,797 1,836,936

貸付金の期末残高について以下のような債権保全を
している。
銀行保証　　　　　　　　　　　　　514,163,955円
連帯保証　　　　　　　　　　　　  609,949,000円
担保(国債)提供　　　　　　　　　　　3,900,000円
ブラジル連邦共和国政府への貸付　2,449,624,484円

　　貸倒懸念債権 0 0 0 0 0 0

　　破産更生債権等 0 0 0 0 0 0

(開発投融資計） 5,475,034,779 △ 1,070,118,670 4,404,916,109 58,085,201 △ 55,966,050 2,119,151

(移住投融資）

　移住投融資短期貸付金 143,142,625 36,069,905 179,212,530 10,498,114 886,143 11,384,257

　　一般債権 143,142,625 36,069,905 179,212,530 10,498,114 886,143 11,384,257

　　貸倒懸念債権 0 0 0 0 0 0

　　破産更生債権等 0 0 0 0 0 0

　移住投融資長期貸付金 3,336,947,199 △ 597,530,436 2,739,416,763 1,909,806,461 △ 346,455,712 1,563,350,749

　　一般債権 1,658,067,537 △ 401,022,730 1,257,044,807 250,926,799 △ 169,948,006 80,978,793

　　貸倒懸念債権 118,059,402 △ 15,950,986 102,108,416 118,059,402 △ 15,950,986 102,108,416

　　破産更生債権等 1,560,820,260 △ 180,556,720 1,380,263,540 1,540,820,260 △ 160,556,720 1,380,263,540

（移住投融資計） 3,480,089,824 △ 561,460,531 2,918,629,293 1,920,304,575 △ 345,569,569 1,574,735,006

(入植地割賦元金）

　短期入植地割賦元金 246,672 △ 246,672 0 14,183 △ 14,183 0

　　一般債権 246,672 △ 246,672 0 14,183 △ 14,183 0

　　貸倒懸念債権 0 0 0 0 0 0

　　破産更生債権等 0 0 0 0 0 0

　長期入植地割賦元金 71,626,919 △ 17,458,603 54,168,316 71,626,919 △ 17,458,603 54,168,316

　　一般債権 0 0 0 0 0 0

　　貸倒懸念債権 0 0 0 0 0 0

　　破産更生債権等 71,626,919 △ 17,458,603 54,168,316 71,626,919 △ 17,458,603 54,168,316

(入植地割賦元金計） 71,873,591 △ 17,705,275 54,168,316 71,641,102 △ 17,472,786 54,168,316

合　　　　計 9,026,998,194 △ 1,649,284,476 7,377,713,718 2,050,030,878 △ 419,008,405 1,631,022,473

※貸倒引当金の計上基準については重要な会計方針５に記載しております。

（４）貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区　　分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘　要







(1) 運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資本剰余金 小　計

平成19年度 6,898,768,986 0 6,383,896,083 0 0 6,383,896,083 514,872,903

平成20年度 0 153,785,611,000 138,091,275,310 726,635,162 11,089,085 138,828,999,557 14,956,611,443

合 計 6,898,768,986 153,785,611,000 144,475,171,393 726,635,162 11,089,085 145,212,895,640 15,471,484,346

(2) 運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成19年度交付分

金　　額

運営費交付金収益 6,383,896,083

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0 　ｱ）損益計算書に計上した費用の額：6,383,896,083円

計 6,383,896,083 　（業務費：6,227,896,080円、一般管理費：156,000,003円）

②平成20年度交付分

金　　額

計 138,828,999,557

(3) 運営費交付金債務残高の明細

交付年度

　及び前渡金、前払費用等に計上したもの。

○運営費交付金債務残高のうち、特別業務費の残高は217,942,637円である。

計 514,872,903

　及び前渡金、前払費用等に計上したもの。

○運営費交付金債務残高のうち、特別業務費の残高は1,366,601,418円である。

計 14,956,611,443

　（受託収入：2,449,219,187円、開発投融資収入：113,315,810円、寄附金収益：63,747,332円

　　受取利息：226,563,922円、貸倒引当金戻入：2,027,469,696円）

　　入植地事業収入：11,412,454円、移住投融資収入：97,991,317円、雑益：1,054,409,491円

　原則として固定資産売却益を除いた自己収入を優先的に充てることとし、不足分を収益化しております。

    機械装置：40,125,730円、車両運搬具：186,185,233円、工具器具備品：80,105,788円、建設仮勘定：35,798,700円）

　（業務費：127,668,685,094円、一般管理費：10,236,400,160円）

　ｲ) 支払利息：5,299,168円

　ｶ) 差入保証金計上額：11,089,085円資本剰余金

運営費交付金収益 138,091,275,310

②当該業務に係る損益等

　ｳ) リース債務支払額：194,527,798円

　ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：137,905,085,254円

　 （備蓄物資：358,473,334円、差入保証金：310,746円、建物：20,656,752円、構築物：4,978,879円

平成19年度

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

514,872,903
○当事業年度に実施すべき業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はない。

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化する予定である。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、やむを得ない事由等により翌事業年度に繰り越したもの

　ｴ）自己収入に係る収益計上額：6,044,129,209円

区　　分 内　　　訳

①費用進行基準を採用した業務：運営費交付金を財源としたすべての業務

費用進行基準
による振替額

　ｵ) 固定資産取得額：726,635,162円

11,089,085

資産見返運営費交付金 726,635,162

③運営費交付金振替額の積算根拠

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

○当事業年度に実施すべき業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はない。

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化する予定である。
平成20年度

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

14,956,611,443

○運営費交付金債務残高の発生理由は、やむを得ない事由等により翌事業年度に繰り越したもの

（７）運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

期末残高
当期振替額

交付年度 交付金当期交付額 期首残高

区　　分 内　　　訳

費用進行基準
による振替額

①費用進行基準を採用した業務：運営費交付金を財源としたすべての業務

②当該業務に係る損益等











　　　（１１）関連会社及び関連公益法人等の明細
法人種別・名称 （関連公益法人） （関連公益法人） （関連公益法人）

事項 財団法人日本国際協力センター 財団法人日本国際協力システム 社団法人青年海外協力協会

業務概要

(1)国際協力事業の実施に関する協力
(2)JICA等の活動に関する知識の内外への普及
(3)技術協力等に関する懇談会、講演会等の開催
(4)国際協力の事業に携わる者の福利厚生
(5)その他前項目の目的を達成するために必要な事業

(1)我が国のODAのうち無償資金協力事業及び技術
協力事業並びに借款事業の適正かつ効率的な実施
の促進に資するための活動
(2)国際機関、外国政府及びその他の国際協力に携
わる機関が実施する国際協力事業の適正かつ効率
的な実施の促進に資するための活動
(3)上記(1)または(2)の事業に係る完了後のﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟ及びｱﾌﾀｰｹｱ活動
(4)国際協力事業を効果的に実施するための調査、
研究
(5)国際協力事業推進のための啓発・支援活動
(6)その他本財団の目的を達成するために必要な事
業

(1)開発途上国における民間技術協力プロジェクトの
調査、発掘及び推進に関する支援事業
(2)国又は自治体の行う国際協力事業に関し、これを
側面的に支援する事業
(3)開発途上国人材の民間レベルにおける本邦受入と
研修に関する事業等

役員氏名

役員数10名

理事長　　　松岡　和久（元国際協力機構　理事）
専務理事　　村上　正博
（元国際協力機構　国内事業部長）
理事　　飯島　正孝　（元国際協力事業団　理事）
理事　　中村　順一　（元国際協力事業団　理事）

役員数11名

理事長　　佐々木　高久
専務理事　櫻田　幸久
（元国際協力機構　無償資金協力部調査役）
理事　　　松岡　和久（元国際協力機構　理事）
理事　　　金子　洋三
（元国際協力機構　青年海外協力隊事務局長)

役員数22名

会長　　　金子　洋三
（元国際協力機構　青年海外協力隊事務局長）
常務理事　新保　昭治
（元国際協力機構　中華人民共和国事務所長）

関連公益法人等とJICAの取引
の関連図

資産 7,612,787,695円 1,742,285,048円 1,970,559,748円

負債 3,022,416,997円 　525,541,734円 　344,855,795円

正味財産期首残高 3,990,711,034円 　942,495,285円 1,631,460,204円

当期正味財産増減額

　一般正味財産増減の部
　○収益
　　・受取補助金等
　　・その他の収益
　○費用

○収益
　　・受取補助金等　　　　　 　　0円
　　・その他の収益　14,717,244,013円
○費用　　　　　　　14,117,584,349円

○収益
　　・受取補助金等　　187,311,783円
　　・その他の収益　3,078,064,739円
○費用　　　　　　　2,991,128,493円

○収益
　　・受取補助金等　 　821,008,617円
　　・その他の収益　 2,295,702,599円
○費用　　　　　　　 3,122,467,467円

　指定正味財産増減の部
　○収益
　　・受取補助金等
　　・その他の収益
　○費用

○収益　0円
○費用　0円

○収益　0円
○費用　0円

○収益　0円
○費用　0円

正味財産期末残高 4,590,370,698円 1,216,743,314円 1,625,703,953円

当期収入合計額 15,743,938,095円 3,426,570,368円 3,116,711,216円

当期支出合計額 15,536,444,743円 3,204,402,413円 3,117,601,686円

当期収支差額 207,493,352円 222,167,955円 △890,470円

関連公益法人等の基本財産に
対する出えん、拠出、寄附等
の明細
運営費、事業費等に充てるた
め負担した会費、負担金等の
明細

該当なし 該当なし 該当なし

関連公益法人に対する
債権・債務の明細

未払金　938,826,688円
未収入金　1,028,827円

未払金　282,329,071円
未払金　104,340,730円
未収入金　5,523,089円

債務保証の明細 該当なし 該当なし 該当なし

事業収入とJICAの発注等に係
る金額・割合
（競争契約、企画競争・公募
及び競争性のない随意契約の
金額・割合）

総事業収入14,431,463,376円
（うちJICA取引額　8,210,632,978円　56.9%）
競争契約　　　（　   　       0円　 　0%）
企画競争・公募（　8,104,096,788円　98.7%）
競争性のない随意契約（9,161,348円   0.1%）

総事業収入3,265,376,522円
    （うちJICA取引額　566,504,185円 17.3%）
競争契約　　　　　  （    　　　0円  　0%）
企画競争・公募      （174,843,054円 30.9%）
競争性のない随意契約（308,015,400円 54.4%）

総事業収入3,116,711,216円
　（うちJICA取引額　2,832,818,654円　90.1%）
競争契約　　　　（　 　　　　　 0円　　 0%）
企画競争・公募　（　1,990,765,817円　70.3%）
競争性のない随意契約（  5,084,620円　 0.2%）

国際協力機構
（財）日本国際協力

センター

（業務委託）

国際協力機構 （財）日本国際協力
システム

（業務委託）

国際協力機構 （社）青年海外協力協会

（業務委託）



法人種別・名称

事項

業務概要

役員氏名

関連公益法人等とJICAの取引
の関連図

資産

負債

正味財産期首残高

当期正味財産増減額

　一般正味財産増減の部
　○収益
　　・受取補助金等
　　・その他の収益
　○費用

　指定正味財産増減の部
　○収益
　　・受取補助金等
　　・その他の収益
　○費用

正味財産期末残高

当期収入合計額

当期支出合計額

当期収支差額

関連公益法人等の基本財産に
対する出えん、拠出、寄附等
の明細
運営費、事業費等に充てるた
め負担した会費、負担金等の
明細

関連公益法人に対する
債権・債務の明細

債務保証の明細

事業収入とJICAの発注等に係
る金額・割合
（競争契約、企画競争・公募
及び競争性のない随意契約の
金額・割合）

（関連公益法人） （関連公益法人） （関連公益法人）

社団法人協力隊を育てる会 独立行政法人国際協力機構国際協力共済会 独立行政法人国際協力機構厚生会

(1)協力隊及び隊員の活動に関する知識を普及し、
国民各層の理解を深めること
(2)青年層の協力隊参加意欲を昂揚すること
(3)協力隊参加に当たっての社会的障害の除去を図
ること等

国際協力機構が海外に派遣する専門家及びその家
族並びに青年海外協力隊員等及びその家族の生活
の安定と福祉の向上を図るため、以下の事業を行
う。
(1)給付事業
 ①業務によらない病気又は負傷に係る療養費等
の給付
 ②死亡に係る弔慰金の給付
 ③障害に係る見舞金の給付
(2)福祉事業
 ①その他前述の目的を達成するために必要な福
祉事業

会員相互扶助の精神に基づき、国際協力機構役職員
等及びその家族の福祉の向上及び親睦、融和を図る
ことを目的とし、以下の事業を行う。
(1)給付に関する事業
(2)貸付に関する事業
(3)福利厚生に関する事業
(4)その他厚生会の目的を達成するために必要な事
業

役員数24名

会長　　　足立　房夫
副会長　　青木　盛久
　　　　（元国際協力事業団　理事）
常任理事　松岡　和久
　　　　（元国際協力機構　  理事）

役員数10名
（すべて国際協力機構　役職員現任）

会長　　　　金子　節志　     （理事）
副会長　　　大石　千尋
（国際協力人材部長）
運営委員　　佐渡島　志郎 （総務部長）
運営委員　　佐々木　弘世　(人事部長）
運営委員　　山田　和行　 （財務部長）
運営委員　　岡村　邦夫   （企画部長）
運営委員　　早瀬　隆昌   （調達部長）
運営委員　　黒柳　俊之
（経済基盤開発部長）
運営委員　　伊藤　隆文
（青年海外協力隊事務局長）
会計監査役　三浦　和紀
（財務部次長＜財務担当＞）

機構選定役員数10名
(すべて国際協力機構　役職員現任）

会長　　金子　節志　      （理事）
副会長　佐々木　弘世  （人事部長）
副会長　広田　幸紀（人事部審議役）
幹事　　井倉　義伸
（人事部次長＜厚生・給与担当＞）
幹事　　藤井　敬太郎（人事部　厚生課長）
幹事　　小西　淳文　（総務部次長）
幹事　　三浦　和紀
（財務部次長＜財務担当＞）
幹事　　永江　勉
（国際協力人材部次長＜計画・調整担当＞）
幹事　　三輪　修己（研究所　次長）
監査役　中村　秀敏（財務部審議役）

その他互選役員数9名（国際協力機構　職員）

91,832,624円 2,334,474,005円 1,259,836,815円

12,275,234円    90,916,736円     6,183,259円

78,869,133円 2,298,765,213円    586,203,464円

○収益
    ・受取補助金等　  7,978,074円
    ・その他の収益　174,946,390円
○費用　　　　　　　182,236,207円

○収益
　　・受取補助金等　　　　　　　0円
　　・その他の収益　1,033,954,549円
○費用　　　　　　　1,089,162,493円

○収益
　　・受取補助金等　　　　　　　0円
　　・その他の収益　　139,251,035円
○費用　　　　　　　 　92,094,088円

○収益　0円
○費用　0円

○収益　0円
○費用　0円

○収益　0円
○費用　0円

79,557,390円 2,243,557,269円 1,253,653,556円

183,766,964円 1,033,954,549円 139,251,035円

190,676,631円 1,089,162,493円 92,094,088円

△6,909,667円  △55,207,944円 47,156,947円

該当なし
基本財産に対する拠出：
　　基金　900,000,000円
（但し、専門家等の掛金及び負担金を含む）

事業費に充てるための負担金：
　　　　国際協力機構　負担金　35,903,090円

未払金　41,841,957円 該当なし 該当なし

該当なし 該当なし 該当なし

総事業収入182,896,964円
　    （うちJICA取引額　158,882,076円 86.9%）
競争契約　　　　　　  （　　　 　 0円  　0%）
企画競争・公募　　　  （158,882,076円  100%）
競争性のない随意契約  （　        0円    0%）

該当なし 該当なし

国際協力機構
（社）協力隊を

育てる会

（業務委託）

国際協力機構 国際協力共済会 国際協力機構 厚生会

（機構内設置） （機構内設置）




